
令和７年８月２９日 

 

令和８年度の財政投融資計画要求書 

（機関名：全国土地改良事業団体連合会） 

 

１．令和８年度の財政投融資計画要求額

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 34 20 14 70.0

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

34 20 14 70.0

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和8年度
要   求   額

令和7年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

（単位：億円、％）

金額 伸率

(1)財政融資 73 48 25 52.1

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

73 48 25 52.1

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和8年度末
残高（見込）

令和7年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 （単位：億円）

62 39 23

令和８年度
要   求   額

令和７年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

区　　分

 

 

資金計画 （単位：億円）

72 45 27

34 20 14

財政融資 34 20 14

産業投資 － － －

政府保証 － － －

38 25 13

国庫補助金 29 19 10

地方拠出金 18 12 6

その他 △10 △6 △3

自己資金等

区　　分
令和８年度
要   求   額

令和７年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 （機関名：全国土地改良事業団体連合会） 

 

＜政策的必要性＞ 

１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

土地改良施設維持管理適正化事業は、土地改良施設（ため池、堰、用排水機場、用排

水路等）の維持管理を担っている市町村や土地改良区等が、施設の定期的な修繕・補修

や防災・減災等のための緊急性の高い施設整備を行う事業である。 

本事業のうち防災減災機能等強化事業（防災・減災、省エネ化、再エネ利用及び省力

化のための施設整備を行う事業）については、国土強靱化、グリーン、デジタルといっ

た現下の政策課題に対応するため、特に適期・的確に実施していく必要がある。 

また、本事業のうち整備補修事業（連携管理保全型）（土地改良区が策定する連携管

理保全計画に位置付ける施設の整備を行う事業）については、少子高齢化や人口減少等

が進展する中において、地域の農業生産基盤の保全を図るため、施設整備を確実に実施

する必要がある。 

これらの施設整備は、広く全国各地で実施される公共性・公益性の高い事業であるこ

とから、公的金融機能が民間では担えないリスクを負担することで、持続的・安定的な

資金調達を実現する必要がある。 

 

＜民業補完性＞ 

２．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、対

象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 

 

地域の農業生産基盤（土地改良施設）の保全や国土強靱化、グリーン、デジタルとい

った現下の政策課題に対応する観点から、財政融資資金による支援の対象は、地域の多

様な関係者の協議により計画的に整備補修することが合意された施設（整備補修事業

（連携管理保全型））や防災・減災、省エネ化、再エネ利用及び省力化のための施設（防

災減災機能等強化事業）の整備を行う事業とすることとしている。 

 

＜有効性＞ 

３．財政投融資を活用して当該事業を行うことにより、自助努力の促進による事業

の効率的な実施や受益者負担の実現を通じて租税負担の抑制が図られているか。 

 

土地改良施設維持管理適正化事業の実施に必要な経費は、土地改良事業関係補助金交

付要綱及び土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱・要領により、国による補助のほ

か都道府県及び事業実施主体が負担することとされており、都道府県、事業実施主体が

負担する地方負担相当額については借入金をもってその財源とすることとしている。借

入金をその財源とする範囲は限定されており、適度な支援を行っている。 

 

＜償還確実性又は収益性の確保＞ 

４．財政融資や政府保証による資金調達を予定している場合の償還確実性や、産業

投資による資金調達を予定している場合の収益性は確保されているか。 

 



土地改良施設維持管理適正化事業の実施主体は、土地改良区、市町村、農業協同組合、

水利組合等（認可地縁団体）であり、土地改良区については、受益地内の事業参加資格

者の強制加入、費用の強制徴収が認められた団体であり、土地改良法第 36 条の規定に

より、運営に必要な経費を組合員に賦課しその財源を確保している。農業協同組合にお

いては、土地改良事業を実施する場合は、関係権利者全員の同意を取得する必要がある

ことから、負担金の償還についての確実性は図られている。水利組合等においては、事

業の実施を採択するに当たり財務状況を確認することにより、償還の確実性を担保して

いる。 

 

＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

５．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和 7 年度にあっては、市町村や土地改良区等への要望量調査に基づき財投計画を

策定しており、現在、計画どおりに運用を行っている。 

令和 8 年度にあっても、昨年度同様に市町村や土地改良区等への要望量調査を行っ

た上で、財政投融資の要求をしている。 

 

（参考：過去３か年の財政投融資の運用残額） 

 ４年度 ５年度 ６年度 

運用残額 0 億円 0 億円 1 億円 

運用残率 4.7 ％ 2.1 ％ 4.8 ％ 

（注）「運用残率」は、改定後現額（改定後計画＋前年度繰越）に対する運用残額の割合。 

 

＜その他＞ 

６．上記以外の特記事項 

 

 特になし。 

 

  



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 （機関名：全国土地改良事業団体連合会） 

 

「経済財政運営と改革の基本方針2025」、「新しい資本主義のグランドデザイン及

び実行計画2025年改訂版」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2025」、「新しい資本主義のグランドデザイン

及び実行計画 2025 年改訂版」に盛り込まれた土地改良事業の強化を図るため、各地

区の計画的な実施に必要な額の財源として、財政融資資金 34 億円を要求している。 

  

○「経済財政運営と改革の基本方針 2025」 

第 2 章 賃上げを起点とした成長型経済の実現 

2．地方創生 2.0 の推進及び地域における社会課題への対応 

(3)農林水産業の構造転換による成長産業化及び食料安全保障の確保 
3．「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加 

(1) GX の推進 

(2) DX の推進 

4．国民の安心・安全の確保 

(1) 防災・減災及び国土強靱化の推進 

(2) 東日本大震災からの復興・再生及び能登半島地震からの復旧・復興等 

 ○「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2025 年改訂版」 

Ⅲ．投資立国の実現 

2．新たな勝ち筋となる分野での研究開発・輸出の後押し 

(2) 防災 

(3) 農林水産業・食品産業 

3．GX・DX の着実な推進 

(1) GX 

(2) DX 

 

 

  



財政投融資の要求に伴う政策評価（基本的事項） 

 （機関名：全国土地改良事業団体連合会） 

 

１．各府省庁の政策評価の結果 

 

財投関連事業である土地改良施設維持管理適正化事業を含む政策分野【農業の成長産

業化や国土強靭化に資する農業生産基盤整備】に係る令和 5 年度の実績評価は、「③相

当程度進展あり」との結果であった。 

なお、令和 6 年度については、評価時期の重点化を図る観点から上記政策分野の実績

評価を実施しておらず、実績値の把握（モニタリング）のみである。 

 

（参考）実績評価「③相当程度進展あり」 

 一部又は全部の測定指標で目標が達成されなかったが、主要な測定指標は概ね目標 

に近い実績を示すなど、現行の取組を継続した場合、相当な期間を要さずに目標達成 

が可能であると考えられるもの  

 

２．政策評価結果の要求への反映状況 

 

農業水利施設が有する機能の安定的な発揮のためには、引き続き施設の適切な保全管

理が必要であることから、令和 8 年度も要求を行ったところである。 

 

 

  



６ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 （機関名：全国土地改良事業団体連合会） 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

全国土地改良事業団体連合会では、監事（3 名）による内部監査及び公認会計士（2

名）による外部監査が行われており、次のとおり、いずれの監査においても適正な旨、

報告されている。 

(1)内部監査 

内部監査は、関係諸帳簿及び証拠書類等について正確適正に処理されている 

旨、報告されている。 

(2)外部監査 

①財務諸表等監査 

「我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計基準に準拠し 

て、当該財務諸表等※に係る期間の財産、正味財産増減及びキャッシュ・フロ 

ーの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める」と 

の報告があった。 

※貸借対照表、正味財産増減計算書、キャッシュ・フロー計算書及び財務諸 

表に対する注記並びに附属明細書のことを言う。 

②財産目録に対する意見 

「財産目録が、我が国において一般に公正妥当と認められる公益法人会計 

基準に準拠して作成されているものと認める」との報告があった。 

 

２．決算の状況 

 

(1)資産・負債・資本の状況 

貸借対照表（令和7年3月31日現在） 

○資産の部 263億円 

 流動資産（現金、未収金等） 

固定資産（基本財産、特定資産等） 

○負債の部 252億円 

流動負債（未払金、預り金等） 

固定負債（引当金、支援事業貸付金） 

○正味財産の部 11 億円 

 

(2)費用・収益の状況 

正味財産増減計算書（R6.4.1－R7.3.31） 

○経常収益 114億円 

○経常費用 112億円 

○正味財産期末残高 11億円 

 

 

 


